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Ø知的財産等の無形の経営資源（インタンジブルズ）の重要性の増大
　
　・2001年3月決算東証一部上場企業時価総額上位200社(金融・電力・ガスを除く）
　　　有形の経営資源　　：324兆円
　　　無形の経営資源等　：144兆円
　・米国におけるインタンジブルズへの投資額の増大（製造業）
　　　有形の経営資源　　：1.2兆㌦
　　　無形の経営資源　　：１兆㌦
　
Ø企業は土地等の有形の経営資源（タンジブルズ）に基づく経営戦略から、知的財産な
  どの無形の経営資源（インタンジブルズ）を中心とする経営戦略へと大きくシフト

Ø無形の経営資源の創出・有効活用・増大が企業経営において重要な課題

ブランド価値評価の必要性

企業のバランスシート

資　産

負　債

資　本

ブランド、
ノウハウ、
技術力
評価益　等

株式時価総額

有形の経営資源

無形の経営資源等



5ブランド価値評価、ブランド使用料算定モデルの必要性

Øグループ経営の重要性の増大
　・持株会社の解禁、株式移転制度導入、連結納税制度の導入等によりグループ経営が本格化
　・連結子会社が親会社のブランドネーム等を使用することについてブランド使用料の授受の増加
　・合理性のないブランド使用料の授受については、商法上取締役の責任、税法上寄付金課税の問題が生
　　じる可能性あり

Øインタンジブルズのディスクロージャーの検討の進展
　・インタンジブルズに関する情報は、投資家にとって重要な情報。企業にとっても、有利な条件での資金
　　調達の可能性。
　・米国のFASB（米国財務会計基準審議会）は昨年から自己創設ブランドを含む無形資産の開示を議題と
　　することを検討中。公開草案が今秋に公開予定。

～いずれの課題に対応するためにも、客観的なブランド価値評価の方法が
　必要であるが、適切なものが存在しない。
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Øブランド＝
企業が自社の製品等を競争相手の製品等と識別化または差別化するためのネーム、
ロゴ、マーク、シンボル、パッケージ・デザイン等の標章。

Øブランドの競争優位性
Ø①価格優位性：ノン・ブランド製品等と比較して品質および機能がまったく
　　　同一であるとしても、高い価格で販売できる性質。
Ø②販売数量安定性（ロイヤルティ）：顧客が当該ブランド製品等を反復、継
　　　続して購入することで安定した販売数量を確保できる性質。
Ø③拡張力：類似業種、異業種、海外市場へ拡張することを容易にする性質。

キャシュフローの増大・安定化

ブランドの価値

Ø顧客は、製品等の物理的又は機能的側面よりも、ブランドを拠り所とした製品等
  の購入の意思決定を行うようになり、ブランドによる競争優位が生まれる。
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ブランド価値評価モデルブランド価値評価モデル
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Øブランド価値は、ブランドを使用する企業がブランドを使用することによって
　享受すると考えられるキャッシュフローが永続的に続くものと仮定して、割
　引率（リスクフリーレート）で割り引くことで求められる。
Øブランドを使用する企業がブランドを使用することによって享受すると考えら
　れるキャッシュフローは、下記プレステージドライバー(PD)、ロイヤルティド
　ライバー(LD)、エクスパンションドライバー(ED)の積と考えられる。

ブランド価値評価モデル

PD　×　LD　×　ED

r (リスクフリーレート）
ブランド価値 ＝

価格
優位性

拡張力
販売数量
安定性
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Ø価格優位性は同業の基準企業(同一業種内の最低値の企業)に対する製品一単位当たりの超過利益率に該当。
Ø超過利益率として、基準企業に対する超過「売上高／売上原価」を使用。
Øブランド起因超過利益率として、超過「売上高／売上原価」にブランド起因率(営業費用に対する広告宣伝
　費（ブランド管理費用※）の割合）を乗ずる。※財務諸表監査による信頼性を担保できるならば、ブランド管理費用を用いるのが望ましい。
Ø安定的に獲得されるブランド起因超過利益率を求めるために、過去5期平均をとる。
Øブランドにより安定的に獲得されると期待されるキャッシュフローの額は、ブランド起因超過利益率の過
　去5期平均に直近期売上原価を乗じることで算出される。

ブランド価値評価モデル：プレステージドライバー
ブランドの信頼性によって同業他社よりも安定して高い価格で製品等を販売で
きる価格優位性を表す指標。

ＰＤ＝
当社売上高

当社売上原価

基準企業売上高

基準企業売上原価
当社ブランド
起因率

直近期当社
売上原価×

の過去
５期平均×

基準企業の利益率に対する
当社の超過利益率。

超過利益中ブランド利益に
起因する割合。当モデルで
は広告宣伝費（ブランド管
理費用）÷営業費用を採用。

安定的に得られる
キャッシュフロー
を測る

アウトプットを貨幣額とする
ために売上原価を掛ける。
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Ø販売数量の安定性を財務数値により示すために、売上原価の変動係数 (標準偏差(σ)／平均(μ))を利用。
Ø売上原価が正規分布すると仮定すると次期の売上原価は約84％の確率で「平均売上原価×（１－変動係
数）」以上となるため（※）、 1―σ／μをPD（ブランド起因超過利益率×売上原価）に乗じることで販
売数量の安定性に係るリスクを織り込んだブランド起因キャッシュフローの額となる。

ブランド価値評価モデル：ロイヤルティドライバー
ブランドに対するリピーターまたはロイヤルティの高い顧客が安定的に存在す
ることによって長期間にわたり一定の安定した販売量を確保できることを示す
指標。

μ

μ
ＬＤ＝
ーσ

μ：売上原価過去5期平均値
σ：売上原価過去5期標準偏差 平均値平均値－標準偏差

約84%以上で起きる

※
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Ø類似業種、異業種への拡張力を示す指標として本業以外のセグメント売上高成長率、ブランドの海外にお
　ける拡張力を示す指標として海外売上高成長率の平均をとる。

ブランド価値評価モデル：エクスパンションドライバー
類似業種、異業種、海外等他地域への進出度合いによって示されるブランドの
拡張力を示す指標。

企業全体の海外売上高成長率と
本業以外のセグメント売上高成長率の平均値

ED＝

ＸＹＺＸＹＺ  （株）（株）
海外へ

異業種へ

ＸＹＺＸＹＺ    Inc.Inc.

ＸＹＺＸＹＺFoodsFoods

・成長率は、過去３期データから単年度あたり成長率の平均値を算定
・海外売上高および非本業セグメント売上高が成長していない（成長
率が１より小さい）場合には、エクスパンション・ドライバーの値を
１とする、
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ブランド価値評価モデル(具体的計算方法）
BV  ＝fx(PD,LD,ED)

ＰＤ＝超過利益率×ブランド起因率×当社売上原価
　　＝［｛（当社売上高／当社売上原価－基準企業売上高／基準企業売上原価）×当社広告宣伝費（ブラ
　　　ンド管理費用※）比率｝の過去５期平均］×当社売上原価

ＬＤ＝（売上原価μ－売上原価σ）／売上原価μ
　(注)μおよびσは、過去５期の売上原価データにより算出。

ＥＤ＝海外売上高成長率および本業以外のセグメント売上高成長率の平均
 （注）それぞれの指標において、最低値を１とする。

　　Ｓ：当社売上高　　　Ｓ＊：基準企業売上高
　　Ｃ：当社売上原価　　Ｃ＊：基準企業売上原価
　　Ａ：広告宣伝費（ブランド管理費用※）
　　ＯＥ：営業費用
　　μＣ：売上原価５期平均
　　σＣ：売上原価標準偏差
　　ＳＯ：海外売上高　　ＳＸ：非本業セグメント売上高
　　ｒ：割引率
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※財務諸表監査による信頼性を担保できるならば、
ブランド管理費用を用いるのが望ましい。
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アンケート結果の分析アンケート結果の分析
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ブランド価値評価額とアンケート結果との関係の分析①
　～ブランド価値の高い企業の活動・考え方等の特徴～

Ø２００１年１０月に上場企業3,575社、非上場企業210社を対象にブランド価
値評価のためのアンケートを実施（回収率26.4%）
Øブランド価値評価試算額及びアンケート回収結果をCHAID、回帰等の手法を用
いて分析。
Ø①ブランド価値の高い企業の活動・考え方等の特徴、②ブランド価値の高い企
業の類型を分析。

Ø①ブランド価値の高い企業の活動・考え方等の特徴

＜活動＞
Ø顧客に対して自社のブランド・アイデンティティを明確に示すこと
　－顧客に対して一貫したメッセージを発信する
　ー顧客に対して一貫したメッセージを発信するために活発な広告宣伝活動を行う
　ーブランドアイデンティティを従業員に周知徹底する

＜管理＞
Øブランドの使用規準を作成する

＜活動効果の測定＞
Ø広告効果、ブランド購入意向率等で測定する
※方法、頻度の違いの影響は小さい
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ブランド価値評価額とアンケート結果との関係の分析②
　～ブランド価値の高い企業の類型（データマイニングによる分析結果）～

Ø自己創設型
長年自社のブランドを維持、管理することによりブランド価値を高めて
きた企業

－ファッション性重視

Ø合併・買収型
他企業を合併・買収することによりブランド価値を高めてきた企業

－先進性重視
ーマーケティング上のポジショニングを意識したM&A：ー頻繁にブランド・イメージ調査を行うこ
とによって、M&Aの結果とブランド・イメージの関係を重視

Ø②ブランド価値の高い企業の類型

どちらの類型であっても以下の点は共通
ー競争優位なコーポレート・ブランドとプロダクト・ブランドの両方を有している
ーブランド・イメージとして信頼性、安全性、高品質に加えてファッション性、ステータスなどにも考慮
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ブランド・マネジメント・モデルブランド・マネジメント・モデル
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ブランド・マネジメント・モデル

ブランド・
バリュー・チャート

財務の視点

業務活動の視点

経営組織の視点

活
動
項
目

財務指標

非財務指標

計画 実績

ＬＤ値 ＰＤ値 ＥＤ値

ブランド価値（ＢＶ）

ブランド・
バリュー・ボード

ブランド・
ファンダメンタルズ

企業がブランド価値評価額を増大させるために重
要と考える項目
⇒企業外部の利害関係者に自発的にディスクロー
ズ

Øブランド価値評価額とアンケート結果の分析に基づき、ブランド価値を高める
ためのブランド・マネジメント・モデルを提案。

Øブランド・バリュー・ボード
・ブランド価値評価額、PD、LD、ED
・ブランドマネジメントの最終管理表

Øブランド・バリュー・チャート
・ブランド・バリュー・ボードの数値を
高めるために必要な活動とその活動の効
果を測定する財務指標および非財務的指
標のチャート
・各企業のブランド戦略の実態に応じて
決定

Øブランド・ファンダメンタルズ
・ブランド価値評価額を増大させるた
めに重要と考える項目で企業が自発的
にディスクローズするもの。

開示 開示
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ブランド・マネジメント・モデルの例
～アンケートの分析から導かれるブランドファンダメンタルズの例示項目～

無印：財務データ
下線：非財務データ
斜体：活動項目

ブランド価値の最大化

ブランド拡張力の向上価格プレミアムの確保ロイヤルティ顧客の増加
売上高・売上原価の安定 売上高利益率の向上

営業利益率の向上
売上高の増加・値下げ幅の減少

新事業の売上の増加
海外売上高の増加

ブランド使用規準の作成
ブランド管理マニュアル作成（原価企画への参加）
ブランド管理組織の権限強化
ブランド管理組織の設立
コーポレート・ブランドおよびプロダクト・ブランドの個別管理
ブランド管理へのトップの関与

研究開発費の削減　　特許件数増加
研究開発力の向上　　研究開発投資効率向上
研究開発組織強化　　優秀な人材確保
予算確保

研究開発戦略組織戦略

コーポレート・ブランドおよびプロダクト・ブランドの確立
一貫したメッセージの発信
ブランドアイデンティティの確立
経営理念の明示

経営戦略

リピート率の向上
（広告宣伝投資の効率アップ）

流通チャネルの確保
直販拠点の増大

新たな流通チャネルの確保

ブランドのポジショニング
顧客のセグメンテーション
マーケティング調査方法の選択

販売促進運動の強化
ブランドの広告効果の測定

対顧客戦略

既存顧客との関係強化
（訪問・店頭サービスなど）

付加価値率の上昇
高価格設定

認知度の向上
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ブランド使用料ブランド使用料
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ブランド使用料実務の現状と課題

Ø持株会社の解禁、株式移転制度の導入、M&Aによる企業組織再編成等に伴いグ
　ループ経営の重要性が増大し、グループ経営において子会社が親会社のブランド
　ネーム等を使用し、親会社がブランド使用料を子会社から徴収することが行われ
　るようになっており、今後、こうしたケースは増加すると考えられる。

Øしかし、ブランド使用料の算定方法は必ずしも確立していないため、特に、親子
　会社間取引をはじめとする関係会社間取引においては、商法及び税法の観点から、
　関係会社間のブランド使用料徴収の客観的根拠が求められている。

Ø授受の合理性が認められない場合、下記の問題が発生するおそれがある。
＜商法＞

�取締役の会社に対する損害賠償責任(商法266条1項5号)、対第三者
　損害賠償責任(商法266条ノ3第1項)
�公開子会社の場合の少数株主の権益侵害
＜税法＞

�寄付金課税の適用（法人税法第37条）
�移転価格税制の適用（租特第66条の4）
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Øブランド使用料
　＝ブランド使用者が保有者に対して支払うブランド使用の対価。その代表的な性
　　質としては下記①ブランド使用許諾料、②ブランド管理料がある。

ブランド使用料の算定方法

Ø①ブランド使用許諾料
：排他独占的にブランドを使用する法律上の権利を有する企業がブランド
　使用を許諾する場合の対価として授受されるもの

Ø②ブランド管理料
：ブランド維持管理業務の委託費用として授受されるもの

ブランド使用許諾

ブランド使用許諾料

ブランド維持管理業務

ブランド管理料

Ø合理的ブランド使用許諾料
＝ブランドを使用することによって享受できると考えられる額
＝各社の単体ベースPD×LD×ED

Ø合理的ブランド管理料
＝ブランドを使用する各社がブランドを使用することによって享受できると
　考えられるキャッシュフローの額(PD×LD×ED)に応じて、広告宣伝費等
　のブランドの維持、管理、向上に要する費用の総額を配賦し、その配賦さ
　れた額と自ら実際に支出したブランドの維持・管理・向上に要する費用の
　額の差額。
＝コーポレートブランドのために全体で支出したブランド管理費
　×(ブランド管理業務を委託する会社のPD×LD×ED
　／グループ全体のPD×LD×ED)
　―当該会社がコーポレートブランドのために実際に支出したブランド管理費用
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ブランド資産のディスクロージャーブランド資産のディスクロージャー
のあり方のあり方
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ブランド資産のディスクロージャーのあり方①
　～ブランドを資産として計上するための基準の検討～

Øブランドを資産として計上するためには「認識規準」を満たすことが必要十分条件（日本では確たる
試算概念も認識基準も存在しないため、FASBのSFAC5号を援用。）。

(1)財務諸表の構成要素の「定義」を満足すること
　＝①将来の経済的便益、②特定の実態による支配、③過去の取引又は事象の発生を満たす(SFAC6号)。

(2)十分に信頼し得る貨幣単位でもって数量化され得るものでなければならないとする趣旨の「測定可能
性」を満足すること

(3)フィードバック価値※※または予測価値※※※のいずれかまたは両者の情報特性をもつとともに適時性の
情報特性をもつものでなければならないとする趣旨の「目的適合性」を満足すること
　※※ 　情報利用者に事前の期待値を確認または訂正させる情報の特性(ＳＦＡＣ２号)
　※※※ 過去または現在の事象の成果を情報利用者に正しく予測させる可能性を高めるのに役立つ情報
　　　　　の特性(ＳＦＡＣ２号)

(4)指示対象である経済活動および経済事象が情報に忠実に表現されており、またいかなる測定方法が用
いられていようとも測定者の偏向がないとする趣旨の「信頼性」を満足すること

Ø財務諸表監査の対象となる公表財務データのみを用いて計算可能な本研究会が提示するブランド価値評
価モデル及びそれに基づいて算定されるブランド価値評価額は少なくとも概念上は(1)から(4) の要件を
満たすと考えられる。



24

ブランド資産のディスクロージャーのあり方②
　～ブランド資産をディスクローズする方法の検討～

＜案１＞
現行の財務報告制度のもとで、連結財務諸表でディスクローズする案
ー企業会計が連結中心になるとともに、国際財務報告基準（旧国際会計基準）がデファクト・スタンダードになりつつあり、
時価・実現可能概念を中心とする公正価値会計へと加速化し、その結果企業会計の受け皿ができつつあることを前提として、
ブランドをオンバランスさせる考え方

＜案２＞
現行の財務報告制度のもとで、連結財務諸表に対する注記等としてディスクローズする案
ー案１があまりにもラジカルであるので、当面は漸進的かつステップ・バイ・ステップ・アプローチをとるべしとする考え方
ーセミ・ストロング・フォーム※の意味での効率的市場を前提にする限り、情報はディスクローズされることに意味があるの
であって、それが連結財務諸表の本体でディスクローズされようと、注記等でディスクローズされようとも、その有用性、具
体的には株価に及ぼす影響等では違いはないとの考え方もある

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※財務諸表など誰でも入手可能な情報が、すべて完全な形で現在の株価に反映されている状態

＜案３＞
現行の財務報告制度にとらわれずに、ビジネス・リポーティングの一環としてディスクローズする案（代替
的には、有価証券報告書の「第２事業の状況」における開示をする）
ー第２案の延長線上にある考え方
ービジネスレポーティングとは、いわゆる「ジェンキンズ・リポート※※」において提言された従来の財務諸表等財務報告で
ディスクローズされている情報よりももっと広範な情報を提供し、ステークホールダーによる企業の資本配分決定を促進させ
ようとするもの。

※※ＦＡＳＢの会長ジェンキンズ（E. L. Jenkins、2002年６月現在）氏が1994年ＡＩＣＰＡの
財務報告特別委員会の委員長でもあった当時に公表した報告書


